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あらまし

渋
川
市
道
路
除
雪
業
務
委
託
契

約
に
係
る
事
務
の
監
査
及
び
監

査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
を
請

求
す
る
決
議

　

契
約
や
請
求
書
類
の
不
備
、

契
約
外
除
雪
作
業
の
手
続
き
等

事
務
処
理
の
適
否
を
検
証
す
る

必
要
が
あ
る
と
す
る
こ
と
か
ら
、

議
員
か
ら
決
議
案
が
提
出
さ
れ
、

賛
成
多
数
で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

専
決
処
分
の
報
告

　

伊
香
保
総
合
支
所
西
側
の
雨

水
排
水
枡
が
老
朽
化
に
よ
り
腐

食
し
、
排
水
管
の
外
側
に
漏
れ

た
水
が
氷
柱
と
な
っ
て
落
下
し
、

群
馬
銀
行
伊
香
保
出
張
所
の
柵

及
び
排
水
管
を
損
傷
さ
せ
た
こ

と
に
つ
い
て
赤
城
総
合
支
所
職

員
運
転
の
車
が
、
市
道
宮
田
坂

線
を
走
行
中
カ
ー
ブ
に
差
し
か

か
っ
た
と
こ
ろ
、
反
対
方
向
か

ら
来
た
車
と
接
触
し
、
双
方
の

車
が
破
損
し
た
こ
と
に
つ
い
て

以
上
の
２
件
の
和
解
及
び
損
害

賠
償
の
額
が
成
立
し
た
報
告
が

あ
り
ま
し
た
。

平
成
25
年
度
の
繰
越
計
算
書
の

報
告

　

一
般
会
計
、
下
水
道
事
業
特

別
会
計
、
農
業
集
落
排
水
事
業

特
別
会
計
で
、
年
度
内
に
事
業

が
完
了
し
な
い
も
の
を
繰
り
越

し
す
る
も
の
で
す
。

市
長
専
決
処
分
の
報
告
と
承
認

　

税
条
例
の
一
部
改
正
は
、
地

方
税
法
等
の
一
部
改
正
に
伴
い
、

所
要
の
改
正
及
び
規
定
の
整
備

を
行
う
も
の
で
、
主
な
も
の
と

し
て
、
固
定
資
産
税
の
非
課
税

の
範
囲
が
追
加
さ
れ
た
こ
と
、

肉
用
牛
の
売
却
に
よ
る
事
業
所

得
に
係
る
個
人
市
民
税
の
課
税

の
特
例
に
つ
い
て
、
特
例
の
適

用
期
限
を
３
年
間
延
長
す
る
も

の
で
す
。
ま
た
、
不
特
定
多
数

が
利
用
す
る
店
舗
や
旅
館
な
ど

の
大
規
模
建
築
物
、
耐
震
改
修

促
進
計
画
で
指
定
し
た
避
難
路

に
敷
地
が
接
す
る
建
築
物
な
ど

に
対
し
て
、
一
定
の
要
件
の
も

と
、
家
屋
に
係
る
固
定
資
産
税

の
税
額
の
２
分
の
１
相
当
を
減

額
す
る
も
の
な
ど
で
す
。
全
員

一
致
で
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

　

国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一

部
改
正
は
、
国
民
健
康
保
険
税

の
賦
課
限
度
額
が
77
万
円
か
ら

81
万
円
に
引
き
上
げ
ら
れ
、
ま

た
、
低
所
得
者
に
対
す
る
国
民

健
康
保
険
税
の
軽
減
対
象
世
帯

が
拡
大
さ
れ
ま
し
た
。
多
数
決

で
承
認
さ
れ
ま
し
た
。　

　

平
成
26
年
度
一
般
会
計
補
正

予
算
（
第
２
号
）
は
、
災
害
等

に
よ
る
廃
棄
物
処
理
事
業
に
係

る
３
２
０
５
万
３
０
０
０
円
を

追
加
す
る
も
の
で
す
。
全
員
一

致
で
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

市
道
の
廃
止
・
認
定

　

民
地
内
市
道
の
廃
止
申
請
に

よ
り
路
線
を
変
更
す
る
た
め
金

井
字
下
金
井
地
先
の
路
線
を
廃

止
・
認
定
し
よ
う
と
す
る
も
の

で
す
。
そ
れ
ぞ
れ
全
員
一
致
で

可
決
さ
れ
ま
し
た
。

財
産
の
取
得

　

消
防
ポ
ン
プ
自
動
車
２
台
を

取
得
し
、
消
防
団
第
５
分
団
及

び
第
22
分
団
に
配
備
す
る
も
の

で
、
金
額
は
４
１
６
８
万
８
０

０
０
円
で
す
。

　
（
仮
称
）
南
部
学
校
給
食
共
同

調
理
場
及
び
（
仮
称
）
北
部
学

校
給
食
共
同
調
理
場
の
新
築
に

伴
い
、
食
缶
と
食
器
カ
ゴ
を
購

入
す
る
も
の
で
す
。

　

２
議
案
と
も
全
員
一
致
で
可

決
さ
れ
ま
し
た
。

請
負
契
約
の
締
結

　

豊
秋
小
学
校
校
舎
耐
震
改
修

工
事
（
１
期
建
築
主
体
工
事
）

道
路
除
雪
業
務
委
託
契
約
に
関
す
る
監
査
請
求
を
決
議

　

平
成
26
年
６
月
定
例
会
は
、
６
月
９
日
か
ら
20
日
ま
で
12
日
間
の
日
程
で
開
催
さ
れ
、
報
告
２
件
、
繰
越
計
算
書
の
報
告
４
件
、

市
長
専
決
処
分
の
報
告
と
承
認
４
件
、
市
道
の
廃
止
・
認
定
各
１
件
、
財
産
の
取
得
２
件
、
請
負
契
約
の
締
結
１
件
、
条
例
改
正
５

件
、
平
成
26
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
１
件
で
、
請
願
３
件
と
一
般
議
案
は
各
常
任
委
員
会
に
、
補
正
予
算
は
予
算
特
別
委
員
会
に

付
託
さ
れ
審
査
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
い
ず
れ
も
原
案
の
と
お
り
承
認
、
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

未曾有の豪雪
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１
億
６
５
２
４
万
円
で
、
契
約

を
締
結
し
よ
う
と
す
る
も
の
で

す
。
全
員
一
致
で
可
決
さ
れ
ま

し
た
。

条
例
改
正

　

人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況

の
公
表
に
関
す
る
条
例
の
一
部

改
正
、
税
条
例
等
の
一
部
改
正

は
、
地
方
税
法
等
の
一
部
改
正

に
伴
い
、
所
要
の
改
正
及
び
規

定
の
整
備
を
行
う
も
の
で
す
。

税
条
例
の
主
な
改
正
は
、
法
人

市
民
税
の
法
人
税
割
の
税
率
が

引
き
下
げ
ら
れ
、
ま
た
、
軽
自

動
車
税
の
税
率
改
正
が
な
さ
れ
、

例
え
ば
軽
自
動
車
（
軽
四
で
乗

用
自
家
用
）
に
つ
い
て
は
、
年

額
７
２
０
０
円
で
あ
っ
た
も
の

が
、
１
万
８
０
０
円
と
な
る
も

の
で
、
初
め
て
車
両
番
号
の
指

定
を
受
け
た
日
に
よ
り
税
率
の

適
用
が
異
な
る
も
の
で
す
。
そ

の
他
国
が
一
律
に
定
め
て
い
た

特
例
割
合
等
を
地
方
自
治
体
が

自
主
的
に
判
断
し
、
条
例
で
決

定
で
き
る
よ
う
に
す
る
仕
組
み

の
、
地
域
決
定
型
地
方
税
制
特

例
措
置
、
通
称
わ
が
ま
ち
特
例

の
対
象
設
備
等
が
追
加
さ
れ
ま

し
た
。

　

幼
稚
園
保
育
料
等
徴
収
条
例

の
一
部
改
正
は
、
保
育
料
減
免

の
対
象
を
拡
大
し
、
子
育
て
世

帯
の
支
援
を
充
実
さ
せ
る
た
め

の
改
正
で
す
。

　

学
校
給
食
共
同
調
理
場
条
例

の
一
部
改
正
は
、
（
仮
称
）
南

部
学
校
給
食
共
同
調
理
場
及
び

（
仮
称
）
北
部
学
校
給
食
共
同

調
理
場
の
稼
働
に
伴
い
、
名
称

の
変
更
を
行
う
も
の
で
す
。

　

小
野
上
農
林
漁
業
体
験
施
設

条
例
の
一
部
改
正
は
、
指
定
管

理
者
に
よ
る
管
理
が
で
き
る
よ

う
に
、
所
要
の
改
正
を
行
う
も

の
で
す
。

　

５
議
案
と
も
全
員
一
致
で
可

決
さ
れ
ま
し
た
。

生まれ変わる調理場

平成２６年９月市議会定例会の日程は次のとおり予定しています。

９月　３日(水)・４日(木) 本会議(開会・議案上程）　１６日(火)～１８日(木）本会議(一般質問)

　　　５日(金)・８日(月）常任委員会　　　　　　　１９日(金)～２４日(水）決算特別委員会

　　　９日(火)　予算特別委員会　　　　　　　　　２６日(金)本会議(表決・閉会）

１０日(水)～１２日(金）本会議（決算議案上程）

※なお、この予定は変更されることがあります。 

平成２６年９月定例会の日程

〔提案理由〕
　平成25年度道路除雪業務委託契約に関係する全部の書類（12法人と個人事業主１者）及
び委託契約締結44業者の平成26年2月14日・15日の降雪に係る除雪実施書類等を検査し
た結果、多くの不備・不自然さ等を覚えるものである。その一部を記述すると、道路除雪
作業委託仕様書の作業計画書、貸与品及び支給材料に関する事項、業務委託契約約款にお
ける内容の不適当性等々。これらのことから、随意契約事務手続から始まり、業務委託契
約、契約履行、業務完了管理、支払いに至るまでの経過において、関係書類等の管理は適
正であったか、事務処理の問題点や手続に不備等はなかったのか、平成24年度及び平成25
年度渋川市道路除雪業務委託契約44事業者分について検証する必要があるため。

（本文より抜粋）

道路除雪業務委託契約に係る事務の監査及び監査の結果
に関する報告を請求する決議


